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１０、チェックリスト

1、 総則

2、 緊急事態の定義

緊急事態とは

1、 ヨットが海上（水上）にあって、平常な運航が差し障る事態となり、その回復が　　

　　当面の間難しい場合、及び外部の援助が必要と判断される場合。

2、 乗員に疾病、外傷が発生して外部の助けが必要な場合。

3、 乗員が艇外に落ちて救助が難しい場合。

④、その他、乗員の身体生命が危険な状態で、外部の援助が必要と判断される場合。
を指す。

3、 本マニュアルの目的

緊急事態が発生した場合、その事態をコントロールするための標準的な対処方法を定め、その為に必要とされる臨時の組織、担当者の任命、この臨時組織の運用の手順・決まりを示すものである。

4、 本マニュアルの対象範囲

本マニュアルの対象範囲はヨットレースに係わるものに限らず、レースとは直接関係無いヨット運行も含み、ＪＳＡＦ登録艇およびＪＳＡＦ加盟団体等の会員が乗り組むヨット、小型船舶の緊急事態を対象とし、その海域は日本海域内外に及ぶものとする。

5、 本マニュアルの運用

　５－１、レースに関係する場合

ＪＳＡＦ及びＪＳＡＦ加盟団体等、登録団体が主催または共同主催しているレースの場合。

　ａ、事前準備

レース実行委員会またはレース委員会は関係役員のリストを作成し、全ての役員と随時連絡できる体制を確立しておく。（関係役員リスト用紙　様式1参照）

また、ＪＳＡＦ役員連絡先リストを常備しておく。

　ｂ、レース実施期間中
以下のケース別に対応を行う。

イ、事故が起きるかも知れない場合
気象、海象、海況に事故が起きるかもしれない状況が発生した場合、レース委員会は情報の収集に努める。レース出場の各艇、および関係者は所有する情報の内、必要と思われるものをレース委員会に伝達するように努めなくてはならない。

ロ、事故が起きているかもしれない場合

気象、海象、海況から判断して事故が起きているかもしれないと推測される場合は、レース委員会は情報の確保に努める。レース出場の各艇、および関係者は所有する情報の内、必要と思われるものをレース委員会に伝達するように努めなくてはならない。

レース委員会は必要と判断した場合は、事故対策本部を発足させ、本部長以下関係役員を選任する。（事故対策本部リスト　様式２参照）

ハ、事故が起きた場合

レース委員会は事故の一報を何等かの経路で入手した場合、直ちに事故対策本部を発足させ、本部長以下関係役員を選任する。（事故対策本部リスト　様式２参照）

事故に関する情報は全てこの本部に集中される。事故に関係するレース艇、事故を確認したレース艇および関係者は、関係する情報を当該本部に伝達する努力を行う。

事故艇の陸上連絡責任者は当該本部に連絡をいれ、事故の内容を確認するとともに、必要と判断した場合は海上保安庁の窓口に救助の要請を行う。（本要請は、事故艇オーナーおよびその代理者、陸上連絡責任者が行うことを原則とし、レース委員会、ＪＳＡＦなどが行うものではない）

事故対策本部長は事故の通報を本マニュアルに従い実施する。

事故艇の陸上連絡責任者は事故対策本部との連絡を維持しなくてはならない。

外部からの問合せに関しては、事故対策本部長の任命する広報担当者が専任して対応する。

事故艇の乗員は艇長の指揮のもと、自らの安全の確保に努める義務を持つ。

各艇の安全は各艇の乗員によりの確保されるべきものである。各艇において必要と思われる外部との連絡手段は二重、三重に安全対策を施しておくべきである。

ニ、救助・捜索活動への対応

レース委員会、出場艇、その他レース関係者が行う場合、二重の事故を最大限予防することを大原則とする。定められた安全装備が不備の状態で救助・捜索活動を行ってはならない。救助船艇の安全の責任はその船艇の長の責任である。

第３者機関に依頼をしている場合はその機関との連絡方法をあらかじめ確立し、双方の連絡担当者を定めておく。この連絡は24時間可能になるように方法を定めておかなくてはならない。

救助活動は人命の救助を第一とし、安全が確保できる場合に限り、艇・財産の確保を行う。

ホ、第３者（公的救助機関を含む）に救助された場合、

事故艇の艇長またはそれに代わる乗員は、被救助者の氏名、状況、救助直後の行き先を直接または自艇の陸上連絡責任者を通じてレース委員会に報告し、レース委員会は事故対策本部長に連絡する。事故対策本部長は折り返し、事故艇の救助先に連絡をとり、事故艇の艇長またはこれに代わる乗員に対し情報の確認を行う。救助者が公的機関、第3者機関である場合は、その現地責任者とも連絡をとり、情報の確認、対策本部長の氏名連絡先を連絡する。

被救助者が負傷などしている場合は上陸地点で屋内、日陰等に収容し、プライバシーにも最大限の配慮がなされるよう、関係者に依頼する。

広報担当者は内外からの要請があれば対策本部長の了解のもとに公式発表を行う。

事故対策本部長は被救助者の上陸地点（乗員、艇体）に担当者を派遣し、救助された乗員の状況を直接確認、救助者・機関の窓口となる人にさらに状況を確認し、感謝の意を表し、事故対策本部長に直接報告する。

５－２、レース以外の場合

レースに関係無く、ＪＳＡＦ加盟団体等の登録艇、ＪＳＡＦ加盟団体等の所属会員が乗り組む艇が海上にあって以下の状態の場合。

ａ、事故が起きているかも知れない場合

気象、海象、海況から判断して、事故が起きているかも知れないと推測される場合、その艇の所属するフリート、ヨットクラブ、ヨットハーバーと協力してからＪＳＡＦ加盟団体等は情報収集に努め、必要と判断される場合は、上記組織のいずれかの中かもしくは合同して事故対策本部を設置することを諮り、本マニュアルに定める事故対策本部長以下の組織を編成する。本マニュアルは状況により判断してなるべく、その内容に沿う形で運用する。

ｂ、事故が起きた場合

ａの場合に準じて事故対策本部を発足させ、本部長以下の関係役員を選出する。

事故に関して集められた情報は全て、対策本部に集中し、事故に関係する艇は関係する情報を全て当該本部に報告する。

本部長は事故艇の家族、陸上関係者のなかから責任者を選任してもらい、事故の内容、それに関係する人々と今後の責任者（事故艇の陸上連絡責任者と呼称する）を抽出してもらい、その人たちと事故の内容、状況、関係する情報を確認して記録する。当該責任者は必要に応じて海上保安庁その他の関係機関に救助要請を行う。

事故対策本部長は事故の通報を本マニュアルにしたがって実施する。

事項艇の陸上責任者は事故対策本部との連絡を24時間維持する。

外部からの問い合わせに対しては事故対策本部長の任命する広報担当者が専任して対応する。

事故艇乗員は艇長の指揮のもと、自らの安全の確保に努める義務を持つ。

各艇の安全は各艇の乗員によって確保されるべきものであり、他人の助力を前提に航海に出かけてはならない。各艇の外部との連絡手段は二重、三重に安全対策を施しておくべきである。

第三者（公的救助機関を含む）に救助された場合は、事故艇の艇長またはそれに代わる乗員は、被救助者の氏名、状況、救助後の当面の行き先を自艇の陸上連絡責任者を通じて事故対策本部に通知するよう、陸上連絡責任者が手配しなくてはならない。

事故対策本部長は当該連絡を受領したら、直ちに本マニュアルにしたがって、必要な連絡を行わなくてはならない。

対策本部長に指名された広報担当者のみが本部長の指示により、必要に応じて公式発表をおこなう事ができる。

事故対策本部長は被救助者（乗員、艇体）の最初の上陸地に担当者を派遣して、被救助者、救助者（ないしは救助した組織の現地責任者）と直接面談して状況の確認を行い、その結果を速やかに事故対策本部長に報告しなければならない。

費用負担

5の項目に関する、事故対策本部の運営、連絡に関する費用に関しては、ＪＳＡＦ本部が一時的に負担し、緊急事態終息宣言が出された後に、ＪＳＡＦ本部と関係者が協議してその分担を決定する。

6、 緊急事態終了宣言

被救助者の安全、あるいは救急処置の完了が対策本部長に報告された場合、公的機関から活動の終了が宣言されて、対策本部としても救助・捜索活動を終了する場合、事故対策本部長は緊急事態終了宣言を発表することができる。

7、 連絡、発表、報告

７－１、連盟内部

事故対策本部が設定された事態に関しては、可及的速やかに事故対策本部長からＪＳＡＦ本部事務局に状況の報告を行い、直近の本部理事会に事故対策本部長から当面の状況に関しての報告を行わなくてはならない。本部理事会はこの時点において必要な指示を行い、この時点から以降の事故対策本部の決定に対して理事会は一定の責任を有する。

７－２、外部

連盟外部に対する連絡、発表に関しては事故対策本部長の指名した広報担当者が責任を持つが、連盟広報委員長は連盟本部理事会にこの事故が報告された時点からその内容に関して助言を行う事ができる。

７－３、公式報告書

事故艇の艇長またはこれに代わる関係者は緊急事態終息宣言から3ヶ月以内に当該緊急事態の内容、顛末に関する報告書3部作成し、事故対策本部長に提出する。

公式受領後（必要な校正が完了した後）この内の1部は艇オーナーが保管し、1部はＪＳＡＦ本部安全委員会に、1部は監督官庁に提出される。

                                                                                      








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　任命
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対策本部長：

                                                
                                                組織する　　　　　　ＹＣ会長　：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大会委員長：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運営委員長：

      　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          帆走委員長：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支部長　　：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医師　　　：






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 事故が起こるかもしれない

Ⅰ情報源　　：艇からの連絡、海上保安庁、気象通報、テレビ、ラジオ等

　　　　　　　アマチュア無線、漁業関係者、目撃情報（他艇等船舶通報）

Ⅱ内容　　　：台風、低気圧、油、材木、コンテナ流出、危険物漂流、艇の異常、その他

2 事故が起きた

Ⅰ情報源　　：ＥＰＩＲＢの発射、航空機・艇からの連絡、海上保安庁、報道関係、各艇

　　　　　　　の家族、アマチュア無線、漁業関係者、目撃情報、ロールコール無返答

Ⅱ内容　　　：事故と判断（レース委員長）

3 事故が起きているかも知れない

Ⅰ情報源　　：ＥＰＩＲＢの発射、航空機・艇からの連絡、海上保安庁、報道関係、各艇

　　　　　　　の家族、アマチュア無線、漁業関係者、目撃情報、ロールコール無返答

Ⅱ内容　　　：事故と判断は出来ない（レース委員長）

④、Ⅰレース委員長の判断　　：レース中止要請があった場合

　　　　　　　　　　　　―――原則として応じるべきでない―――

　　　　　　　その理由　：１、レース委員会の管理不能なエリヤ、海象、気象など現場

　　　　　　　　　　　　　　　の情報は不明

　　　　　　　　　　　　　２、ルール、法的にもレース委員長がレース中止を命ぜられ

　　　　　　　　　　　　　　　ない。法で決められているのは運航責任者たる艇長。

　　　　　　　　　　　　　３、実効が無い。レースを中止しても、安全に避航出来るか

　　　　　　　　　　　　　　　分からない。結局は現場の艇長の判断に委ねるしかない。

　　　　　　　　　　　　―――レース中止をスタート後に出す事はありえない事を早め

　　　　　　　　　　　　　　　に言明し、各艇に通知する。

　　Ⅱレース委員長の準備

               レース委員長は関係各委員長及びその他の緊急連絡先を把握、リスト化

               しておく。

               避航地の情報、修理ヤードのリスト、緊急連絡先をリスト化しておく。

               出場各艇の特徴、外観、設計者、造船所、進水年度、艇の経歴を把握し

               ておく。

⑤関係各委員長 ：夫々の役務分担に応じ、連絡先リストを用意しておく。

                   各種の緊急財務出動が考えられる、財務担当者は財務措置を講ずる       

                   用意をしておく。

⑥各艇の連絡責任者：必ず決めておく。

                  各艇の連絡責任者は各艇の乗組員の家族、関係者

                  を統括する。対策本部もこの連絡責任者を通してのみ、情報のやり取

                  りを行う。この連絡責任者から、捜索、救助要請を行う。（レース委

                  員会・対策本部からではない。）

⑦広報担当        ：発表内容は必ず対策本部長の許可が無ければならない。

                     （文書に対策本部長の署名を要す）

⑧艇からの報告書

   Ⅰ、レース委員会へ事故艇からの詳細な報告書を受ける。

         内容：原因、時間、対処方法、クルーの動き、連絡方法、連絡時間、

               気象、海象

   Ⅱ、レース委員会独自の情報収集

         内容：関係各機関からのレース委員会への通報所用時間、気象、海象

               対処後の顛末、通信記録、緊急対策本部への人員配置など。

関係役員リスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式１）

	
	氏名


	電話


	連絡先住所



	大会委員長


	
	
	

	レース実行委員長


	
	
	

	レース委員長
	
	
	

	運営委員長
	
	
	

	ＹＣ会長
	
	
	

	広報担当委員
	
	
	

	関係委員
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


事故対策本部リスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式２）

	
	氏名


	電話


	連絡先住所



	レース実行委員長


	
	
	

	レース委員長


	
	
	

	事故対策本部長


	
	
	

	広報担当委員


	
	
	

	
	
	
	

	ＪＳＡＦ支部長


	
	
	

	医療機関
	
	
	

	海上保安庁連絡先


	
	
	

	警察関係


	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


               緊急対応フローチャート         





事故が起きるかもしれ


        ない





    事故が起きた





事故が起きているのかも


       知れない





    ①情報源・内容





    ②情報源・内容








     ③情報源・内容





通報受領後、


レース艇より


支援要請





③の場合、情報の確認と同時に、事故が起きていると想定








④レース委員長


（　　　　　　　　）





の場合、情


  報を選択後


  全艇に通報





当該艇に避航地の紹介案内


医師の指示





緊急対策本部長





        緊急対策本部





⑤ＹＣ会長・大会委員長・運営委員長


   帆走委員長・支部長・医師・その他





①②③の情報源への確認（海保等の関係機関を含）・保健会社・自前の航空機、船舶にての情報収集





各艇に現時点での情報を通知、避航地の紹介・案内、


医師の指示





情報収集


連絡





⑥各艇の連絡責任者





⑦広報担当





ＪＳＡＦ本部





関係機関に救助要請





マスメディア対策、記者会見等





事態収束・終息宣言





⑧レース委員長へ艇からの報告書・情報収集





安全委員会監修





事故報告書作成





関係各機関に報告・御礼、公表













































































































































































